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①配置医師緊急時対応加算の見直し 

 

【留意事項】 

配置医師緊急時対応加算（新設部分）について 

配置医師の通常の勤務時間外とは、配置医師と施設の間であらかじめ定められた配置医師が当該施設に

おいて勤務する時間以外の時間（早朝・夜間及び深夜を除く）とし、早朝・夜間（深夜を除く）とは、午

後６時から午後10時まで又は午前６時から午前８時までとし、深夜とは、午後10時から午前６時までとす

る。なお、診療の開始時刻が加算の対象となる時間帯にある場合に、当該加算を算定すること。診療時間

が長時間にわたる場合に、加算の対象となる時間帯における診療時間が全体の診療時間に占める割合がご

くわずかな場合においては、当該加算は算定できない。 

算定に当たっては、配置医師と施設の間で、緊急時の注意事項や病状等についての情報共有の方法、曜

日や時間帯ごとの医師との連携方法や診察を依頼するタイミング等に関する取り決めを事前に定め、１年

に１回以上見直しをすることにより、24時間配置医師又はその他の医師による対応が可能な体制を整える

こととする。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 138～問 139 参照 

 

 

 

 

 

 



- 2 - 
 

②介護老人福祉施設等における給付調整のわかりやすい周知 

 

 

③介護老人福祉施設等における透析が必要な者に対する送迎の評価 

 

【留意事項】 

特別通院送迎加算について 

特別通院送迎加算は、施設外において透析が必要な入所者が、家族等による送迎ができない、送迎サービ
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スを実施していない病院又は診療所を利用している場合等のやむを得ない事情により、施設職員が送迎を

行った場合に算定できるものであり、透析以外の目的による通院送迎は当該加算の算定のための回数に含

めない。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 135～問 137 参照 

 

④協力医療機関との連携体制の構築 
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⑤協力医療機関との定期的な会議の実施 

 

【留意事項】 

協力医療機関連携加算 

① 本加算は、高齢者施設等と協力医療機関との実効性のある連携体制を構築する観点から、入居者の急

変時等に備えた関係者間の平時からの連携を強化するため、入居者の病歴等の情報共有や急変時等にお

ける対応の確認等を行う会議を定期的に開催することを評価するものである。 

② 会議では、特に協力医療機関に対して診療の求めを行うこととなる可能性が高い入居者や新規入居者

を中心に情報共有や対応の確認等を行うこととし、毎回の会議において必ずしも入居者全員について詳

細な病状等を共有しないこととしても差し支えない。 

③ 協力医療機関が指定地域密着型サービス基準第127条第２項第１号及び第２号に規定する要件を満た

している場合には⑴の100単位、それ以外の場合には⑵の40単位を加算する。⑴について、複数の医療機

関を協力医療機関として定めることにより当該要件を満たす場合には、それぞれの医療機関と会議を行

う必要がある。⑴を算定する場合において、指定地域密着型サービス基準第127条第３項に規定する届出

として当該要件を満たす医療機関の情報を市町村長に届け出ていない場合には、速やかに届け出ること。 

④ 「会議を定期的に開催」とは、概ね３月に１回以上開催されている必要がある。ただし、電子的シス

テムにより当該協力医療機関において、当該事業所の入居者の情報が随時確認できる体制が確保されて

いる場合には、概ね６月に1回以上開催することで差し支えないこととする。なお、協力医療機関へ診療

の求めを行う可能性の高い入居者がいる場合においては、より高い頻度で情報共有等を行う会議を実施

することが望ましい。 

⑤ 会議は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーションが可能な機器をいう。
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以下同じ。）を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シ

ステムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

⑥ 本加算における会議は、指定地域密着型サービス基準第127条第３項に規定する、入居者の病状が急変

した場合の対応の確認と一体的に行うこととしても差し支えない。 

⑦ 看護職員は、前回の情報提供日から次回の情報提供日までの間において、指定地域密着型サービス基

準第122条に基づき、利用者ごとに健康の状況について随時記録すること。 

⑧ 会議の開催状況については、その概要を記録しなければならない。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.１）問 127、問 151～問 152 参照 

 令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.3）問 3参照 

 令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.7）問 1参照 

 

⑥入院時等の医療機関への情報提供 

 

【留意事項】 

退居時情報提供加算について 

① 入居者が退所退居して医療機関に入院する場合、当該医療機関に対して、入居者を紹介するに当たっ

ては、別紙様式９の文書に必要な事項を記載の上、当該医療機関に交付するとともに、交付した文書の

写しを介護記録等に添付すること。 

② 入居者が医療機関に入院後、当該医療機関を退院し、同一月に再度当該医療機関に入院する場合には、

本加算は算定できない。 
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※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.１）問 153 参照 

 令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.2）問 18 参照 

 令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.3）問 2参照 

 

⑦介護老人福祉施設等における緊急時等の対応方法の定期的な見直し 

 

※①配置医師緊急時対応加算の【留意事項】の参照 
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⑧高齢者施設等における感染症対応力の向上 

 

【留意事項】 

高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ)について 

① 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ)は、高齢者施設等における平時からの感染対策の実施や、感染症

発生時に感染者の対応を行う医療機関との連携体制を評価するものであること。 

② 高齢者施設等において感染対策を担当する者が、医療機関等が行う院内感染対策に関する研修又は訓

練に少なくとも１年に1回以上参加し、指導及び助言を受けること。院内感染対策に関する研修又は訓練

については、診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第１医科診療報酬点数表の区

分番号Ａ２３４－２に規定する感染対策向上加算（以下、感染対策向上加算という。）又は医科診療報

酬点数表の区分番号Ａ０００に掲げる初診料の注11及び再診料の注15に規定する外来感染対策向上加算

に係る届出を行った医療機関が実施する院内感染対策に関するカンファレンスや職員向けに実施する院

内感染対策に関する研修、地域の医師会が定期的に主催する院内感染対策に関するカンファレンスを対

象とする。 

③ 指定地域密着型サービス基準第108条により準用する第33条第２項に基づき、介護職員その他の従業員

に対して実施する感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の内容について、上記の医療機

関等における研修又は訓練の内容を含めたものとすること。 

④ 指定地域密着型サービス基準第105条第４項において、指定認知症対応型共同生活介護事業所は、入居

者が新興感染症に感染した際に、感染者の診療等を行う第二種協定指定医療機関と連携し、新興感染症

発生時等における対応を取り決めるよう努めることとしており、加算の算定に当たっては、第二種協定

指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保していること。新興感染症発生
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時等の対応としては、感染発生時等における相談、感染者の診療、入院の要否の判断等が求められるこ

とから、本加算における連携の対象となる第二種協定指定医療機関は診療所、病院に限る。なお、第二

種協定指定医療機関である薬局や訪問看護ステーションとの連携を行うことを妨げるものではない。 

⑤ 季節性インフルエンザやノロウイルス感染症、新型コロナウイルス感染症など特に高齢者施設等にお

いて流行を起こしやすい感染症について、協力医療機関等と連携し、感染した入所者に対して適切に医

療が提供される体制が構築されていること。特に新型コロナウイルス感染症については、「高齢者施設

等における医療機関との連携体制等にかかる調査の結果について（令和５年12月７日付事務連絡）」の

とおり新型コロナウイルス感染症の対応を行う医療機関との連携状況等を調査しており、引き続き感染

者の対応が可能な医療機関との連携体制を確保していること。 

高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ)について 

① 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ)は、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、少なく

とも３年に１回以上、事業所内で感染者が発生した場合の感染制御等に係る実地指導を受けている場合

に、月１回算定するもの。 

② 実地指導については、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関において設置された感染制御チ

ームの専任の医師又は看護師等が行うことが想定される。 

③ 指定地域密着型サービス基準第108条により準用する第33条第２項に基づき、介護職員その他の従業員

に対して実施する感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練の内容について、上記の医療機

関による実地指導の内容を含めたものとすること。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.１）問 128～問 133 参照 

 

⑨施設内療養を行う高齢者施設等への対応 
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【留意事項】 

新興感染症等施設療養費 

① 新興感染症等施設療養費は、新興感染症のパンデミック発生時等において、事業所内で感染した高齢

者に対して必要な医療やケアを提供する観点や、感染拡大に伴う病床ひっ迫を避ける観点から、必要な

感染対策や医療機関との連携体制を確保した上で感染した高齢者の療養を施設内で行うことを評価する

ものである。 

② 対象の感染症については、今後のパンデミック発生時等に必要に応じて厚生労働大臣が指定する。令

和６年４月時点においては、指定している感染症はない。 

③ 適切な感染対策とは、手洗いや個人防護具の着用等の標準予防策（スタンダード・プリコーション）

の徹底、ゾーニング、コホーティング、感染者以外の入所者も含めた健康観察等を指し、具体的な感染対

策の方法については、「介護現場における感染対策の手引き（第３版）」を参考とすること。 

 

⑩新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携 
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⑪平時からの認知症の行動・心理症状の予防、早期対応の推進 

 

認知症チームケア推進加算に関する実施上の留意事項等について（厚生労働省通知令和 6 年 3 月 18 日付） 

第１ 認知症チームケア推進加算に関する基本的な考え方 

（１）認知症ケアについては、認知症である入所者または入居者（以下「入所者等」という。）の尊厳を

保持した適切な介護を提供することが、その目指すべき方向性である。入所者等に日頃から適切な介護

が提供されることにより、BPSD の出現を予防し、出現時にも早期対応し重症化を防ぐことが可能となる。 

（２）本加算は、上記の目指すべき方向性を実現するため、配置要件になっている者が中心となった複

数人の介護職員等から構成するチーム（以下、「チーム」という）を組んだうえで、日頃から認知症の入

所者等に対して適切な介護を提供し、それにより、BPSD の予防及び出現時の早期対応に資するチームケ

アを実施していることを評価するものである。 

（３）チームは、本加算の対象者である入所者等個人に対し計画的に BPSD の評価指標を用いて評価を

実施し、その評価の結果に基づき、チームケアの計画を作成・実施すること。計画の作成にあたっては、

評価の結果と整合性が取れた計画を、個々の入所者等の状態に応じて個別に作成することとし、画一的

な計画とならないよう留意すること。また、ケアにおいて入所者等の尊厳が十分保持されるよう留意す

ること。 

（４）チームは、ケアの質の向上を図る観点から、チームケアを実施するにあたっては、対象者 1 人に

つき月 1 回以上の定期的なカンファレンスを開催し、BPSD を含めて個々の入所者等の状態を評価し、

ケア計画策定、ケアの振り返り、状態の再評価、計画の見直し等を行うこと。なお、入所者等の状態の
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評価、ケア方針、実施したケアの振り返り等は別紙様式の「認知症チームケア推進加算・ワークシート」

及び介護記録等に詳細に記録すること。その他、日々のケアの場面で心身の状態や環境等の変化が生じ

たとき等は、その都度カンファレンスを開催し、再評価、ケア方針の見直し等を行うこと。 

第２ 加算対象者 

本加算の対象者である「周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症の者」とは、日常生

活自立度のランクⅡ、Ⅲ、Ⅳ又はＭに該当する入所者等を指す。 

第３ 加算要件 

（１）認知症チームケア推進加算(Ⅰ) 

認知症チームケア推進加算(Ⅰ)の要件にある「認知症の行動・心理症状の予防及び出現時の早期対応（以

下「予防等」という。）に資する認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者又は認知症の行

動・心理症状の予防等に資する認知症介護に係る専門的な研修及び認知症の行動・心理症状の予防等に

資するケアプログラムを含んだ研修を修了している者」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施につ

いて」及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指導者養成

研修」を修了し、かつ、認知症チームケア推進研修（認知症である入所者等の尊厳を保持した適切な介

護、BPSD の出現・重症化を予防するケアの基本的考え方を理解し、チームケアを実践することを目的と

した研修をいう。以下同じ。）を修了した者を指す。 

（２）認知症チームケア推進加算(Ⅱ) 

認知症チームケア推進加算(Ⅱ)の要件にある「認知症の行動・心理症状の予防等に資する認知症介護に

係る専門的な研修を修了している者」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」及び「認知

症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護実践リーダー研修」を修了し、

かつ、認知症チームケア推進研修を修了した者を指す。 

第４ その他 

加算の対象となる入所者等の人数に応じ、一人の研修を修了した者が全てのチームに対応することが困

難と考えられる場合は、複数の者が研修を修了することが望ましい。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.2）問 1～問 10 参照 

 令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.6）問 4～問 6 参照 

令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.9）参照 
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⑫リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の一体的取組の推進 

 

 

【留意事項】 

個別機能訓練加算について 

① 個別機能訓練加算は、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同し

て、個別機能訓練計画に基づき、計画的に行った機能訓練(以下「個別機能訓練」という。)について算
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定する。 

② 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する機能訓練指導員、看護職

員、介護職員、生活相談員その他の職種の者を１名以上配置して行うものであること。 

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種

の者が共同して、利用者ごとにその目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画を作成し、これに

基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方法等について評価等を行う。なお、介護福祉施設サービス

においては、個別機能訓練計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載を

もって個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。 

④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３月ごとに１回以上利用者に対して個別機能訓練計画の

内容を説明し、記録する。利用者に対する説明は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるもの

とすること。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者の同意を得なければならないこと。

なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業

者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理

に関するガイドライン」等を遵守すること。 

⑤ 個別機能訓練に関する記録(実施時間、訓練内容、担当者等)は、利用者ごとに保管され、常に当該特

定施設の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

⑥ 厚生労働省への情報の提出については、「科学的介護情報システム（Long-term care Information 

system For Evidence）」（以下「ＬＩＦＥ」という。）を用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情

報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並

びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状

態に応じた個別機能訓練計画の作成（Plan）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do)、当該実施内

容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（Ｐ

ＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適宜

活用されるものである。 

⑦ 個別機能訓練加算(Ⅲ)における個別機能訓練、口腔、栄養の一体的取組についての基本的な考え方は

別途通知（「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」）を参

考とし、関係職種間で共有すべき情報は、同通知の様式１－４を参考とした上で、常に当該事業所の関

係職種により閲覧が可能であるようにすること。 

※厚生労働省通知 

リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について（令

和 6 年 3月 15 日通知）参照 
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⑬リハビリテーション・個別機能訓練、口腔管理、栄養管理に係る一体的計画

書の見直し 

 
※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.7）問 2～問 3 参照 

 

⑭介護保険施設における口腔衛生管理の強化 

 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 179～問 180 参照 
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⑮退所者の栄養管理に関する情報連携の促進 

 

【留意事項】 

退所時栄養情報連携加算について 

① 退所時栄養情報連携加算は、指定地域密着型介護老人福祉施設と医療機関等の有機的連携の強化等を

目的としたものであり、入所者の栄養に関する情報を相互に提供することにより、継続的な栄養管理の

確保等を図るものである。 

② 退所時栄養情報連携加算は、別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする入所者又は低栄養状態に

あると医師が判断した入所者が、指定地域密着型介護老人福祉施設からその居宅に退所する場合、当該

入所者の主治の医師の属する病院又は診療所及び介護支援専門員に対して、当該指定地域密着型介護老

人福祉施設の管理栄養士が当該入所者の栄養管理に関する情報を提供したときに算定できる。また、当

該入所者が病院、診療所若しくは他の介護保険施設（以下、「医療機関等」という。）に入院若しくは

入所する場合、当該医療機関等に対して、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の管理栄養士が当該入

所者の栄養管理に関する情報を提供したときに算定できる。 

なお、当該加算は、当該入所者が退所した日の属する月において、１月に１回を限度として算定できる。 

③ 栄養管理に関する情報とは、提供栄養量、必要栄養量、食事形態（嚥下食コード含む。）、禁止食品、

栄養管理に係る経過等をいう。 

④ 栄養管理に関する情報の提供については別途通知（｢リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔

の実施及び一体的取組について｣）を参照されたい。 

⑤ 退所時栄養情報連携加算の対象となる特別食は、別に厚生労働大臣が定める特別食に加え、心臓疾患

等の入所者に対する減塩食、十二指腸潰瘍の入所者に対する潰瘍食、侵襲の大きな消化管手術後の入所

者に対する潰瘍食、クローン病及び潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下している入所者に対する低
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残渣食並びに高度肥満症（肥満度がプラス40％以上又はＢＭＩが30以上）の入所者に対する治療食をい

う。なお、高血圧の入所者に対する減塩食（食塩相当量の総量が6.0グラム未満のものに限る。）及び嚥

下困難者（そのために摂食不良となった者も含む。）のための流動食は、介護福祉施設サービス、介護

保健施設サービス、介護医療院サービス及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の療養食加算

の場合と異なり、退所時栄養情報連携加算の対象となる特別食に含まれる。 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 179～問 180 参照 
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⑯再入所時栄養連携加算の対象の見直し 

 

 

【留意事項】 

再入所時栄養連携加算について 

① 地域密着型介護老人福祉施設に入所していた者が、医療機関に入院し、当該者について、医師が別に

厚生労働大臣が定める特別食又は嚥下調整食を提供する必要性を認めた場合であって、当該者が退院し

た後、直ちに再度当該地域密着型介護老人福祉施設に入所（以下「二次入所」という。）した場合を対

象とすること。 
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②  嚥下調整食は、硬さ、付着性、凝集性などに配慮した食事であって、日本摂食嚥下リハビリテーショ

ン学会の分類に基づくものをいう。また、心臓疾患等の者に対する減塩食、十二指腸潰瘍の者に対する

潰瘍食、侵襲の大きな消化管手術後の入所者に対する潰瘍食、クローン病及び潰瘍性大腸炎等により腸

管の機能が低下している者に対する低残渣食並びに高度肥満症（肥満度がプラス 40％以上又はＢＭＩが

30以上）の者に対する治療食を含む。なお、高血圧の者に対する減塩食（食塩相当量の総量が 6.0 グラ

ム未満のものに限る。）及び嚥下困難者（そのために摂食不良となった者も含む。）のための流動食は、

介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス、介護医療院サービス及び地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護の療養食加算の場合と異なり、再入所時栄養連携加算の対象となる特別食に含まれる。  

 

 

⑰ユニットケア施設管理者研修の努力義務化 

 

 

 

⑱科学的介護推進体制加算の見直し 
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※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.7） 
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⑲自立支援促進加算の見直し 

 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 171～問 172 参照 
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⑳アウトカム評価の充実のための ADL 維持等加算の見直し 

 

【留意事項】 

ＡＤＬ維持等加算について 

① ＡＤＬの評価は、一定の研修を受けた者により、BarthelIndexを用いて行うものとする。 

② 大臣基準告示第16号の２イ⑵における厚生労働省へのＡＤＬ値の提出は、ＬＩＦＥを用いて行うこ

ととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関

連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状

態に応じた個別機能訓練計画の作成（Plan）、当該計画に基づく個別機能訓練の実施（Do）、当該実施

内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（Ｐ

ＤＣＡサイクル）により、サービスの質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資するため、適宜

活用されるものである。 

③ 大臣基準告示第16号の２イ⑶及びロ⑵におけるＡＤＬ利得は、評価対象利用開始月の翌月から起算

して６月目の月に測定したＡＤＬ値から、評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値を控除して得た値に、

次の表の上欄の評価対象利用開始月に測定したＡＤＬ値に応じてそれぞれ同表の下欄に掲げる値を加え

た値を平均して得た値とする。  

ＡＤＬ値が０以上２５以下 １ 

ＡＤＬ値が３０以上５０以下 １ 

ＡＤＬ値が５５以上７５以下 ２ 
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ＡＤＬ値が８０以上１００以下 ３ 

④ ハにおいてＡＤＬ利得の平均を計算するに当たって対象とする者は、ＡＤＬ利得の多い順に、上位

100分の10に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。）

及び下位100分の10に相当する利用者（その数に１未満の端数が生じた 

ときは、これを切り捨てるものとする。）を除く利用者（以下この⑿において「評価対象利用者」という。）

とする。 

⑤ 加算を取得する月の前年の同月に、基準に適合しているものとして市町村長に届け出ている場合は、

届出の日から 1 2 月後までの期間を評価対象期 間とする。 

⑥ 令和６年度については、令和６年３月以前よりＡＤＬ維持等加算(Ⅱ)を算定している場合、ＡＤＬ利

得に関わらず、評価対象期間の満了日の属する月の翌月から 12月に限り算定を継続することができる。 

 

㉑アウトカム評価の充実のための排せつ支援加算の見直し 

 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 171～問 172 参照 
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㉒アウトカム評価の充実のための褥瘡マネジメント加算等の見直し 

 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 171～問 172 参照 

 

㉓介護職員の処遇改善 
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※厚生労働省 HP 介護職員等処遇改善加算等に関するＱ＆Ａ参照 

 

㉔利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に 

資する方策を検討するための委員会の設置の義務付け 
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㉕介護ロボットや ICT 等のテクノロジーの活用促進 

 

 

【厚生労働省通知】 

・生産性向上推進体制加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例等の提

示について（令和６年３月 15 日策定、令和６年３月 29 日一部改正）参照 

・生産性向上に先進的に取り組む特定施設等の人員配置基準の見直しに関する通知（令

和６年３月 15 日策定、令和６年３月 29日一部改正）参照 

※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.5）問 12 参照 
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㉖外国人介護人材に係る人員配置基準上の取扱いの見直し 

 

㉗ユニット間の勤務体制に係る取扱いの明確化 

 

 
※令和６年度介護報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol.1）問 96～問 97 参照 


